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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１.　訂正の経緯

平成26年９月中旬に当社の静岡工場において帳簿在庫と実際在庫に差異が発見されたため、当社管理部

門による調査を実施してまいりました。その結果、棚卸資産の過大計上による不適切な会計処理が確認さ

れたため、平成26年10月30日、不適切な会計処理が判明した旨を開示するとともに、平成26年11月４日に

当社と利害関係を有しない外部の専門家で構成される第三者委員会を設置し、その旨を開示いたしまし

た。

同日以降、第三者委員会は不適切な会計処理に関する事実認定、背景及び原因の究明分析、併せて今後

の再発防止策の提言等を目的として調査を実施し、平成26年12月10日、当社は第三者委員会より調査結果

を記載した調査報告書を受領いたしました。

平成26年12月10日付の第三者委員会による調査報告書の指摘を受け、過去に提出いたしました有価証券

報告書に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、有価証券報告

書等の訂正報告書を提出することを、平成26年12月12日の取締役会の承認を経て決定いたしました。

２.　会計処理

四半期連結財務諸表において、「原材料及び貯蔵品」、「仕掛品」の残高を修正するとともに、関連す

る「売上原価」の金額を修正し、その他必要と認められる修正を行いました。

これらの決算訂正により、当社が平成24年８月９日付で提出いたしました第117期第１四半期（自　平

成24年４月１日　至　平成24年６月30日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

訂正後の四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第116期

第１四半期
連結累計期間

第117期
第１四半期
連結累計期間

第116期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高 (百万円) 15,585 16,093 68,762

経常利益 (百万円) 701 807 2,947

四半期(当期)純利益 (百万円) 499 389 1,483

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 367 81 1,736

純資産額 (百万円) 38,295 37,996 38,514

総資産額 (百万円) 68,150 67,815 68,972

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 4.65 3.72 13.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.2 56.0 55.8
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第117期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。

４ 第116期及び第116期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更事項はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要を背景として景気は緩や

かに持ち直しつつあります。しかしながら、長期化する欧州の債務危機問題による世界経済の減速懸念

や長期にわたる円高、原発問題に起因する電力供給不足等の影響は、輸出や企業収益の減少、企業心理

の悪化等で景気に悪影響を及ぼす可能性があり、先行きは依然として不透明な状態で推移いたしまし

た。

このような経営環境のなか、当社グループは引き続き、製造コストと営業経費の削減に取り組んでま

いりましたが、原材料価格の高騰に加え、電気料金の値上げなどにより一層のコストアップが避けられ

ない状況となりました。

結果、当第１四半期連結累計期間における連結売上高は160億93百万円(前年同期比3.3％増)、営業利

益は６億17百万円(前年同期比22.5％増)、経常利益は８億７百万円(前年同期比15.2％増)、四半期純利

益は３億89百万円(前年同期比22.2％減)となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 産業用製品

一般用・工業用フィルムは市況が低迷したため売上減となりました。また、農業用フィルムは、災害

後の受注前倒しがあり、売上大幅増となりました。壁紙は、昨年に比べ着工件数が増えたため売上増と

なりました。自動車内装材は、新車の販売が世界的に好調で、震災の影響があった昨年に比べ売上大幅

増となりました。包装用テープは輸出産業の使用量が減少し売上減となり、工業用テープは一部好調な

業種があったものの業界の低迷で売上減となりました。食品用ラップ等は、コンビニエンスストア向け

が好調ながらスーパー・中食が低調なため売上減となりました。

以上により、当セグメントの売上高は94億79百万円(前年同期比4.3％増)、セグメント利益は３億72

百万円(前年同期比6.6％増)となりました。

② 生活用品

コンドームは薄物の販売が好調で売上増となりました。除湿剤は気温が上がらず売上減となりまし

た。手袋は、工業用・産業用は市況低迷の影響を受け売上減となりました。滅菌器は、昨年並みに推移

しました。ブーツ・雨衣は、売場の拡販政策により定番化が進み、また、まとまった雨量があったため

売上増となりました。シューズは市況低迷のため売上微減となりました。

以上により、当セグメントの売上高は66億14百万円(前年同期比1.9％増)、セグメント利益は５億85

百万円(前年同期比23.1％増)となりました。

③ その他

当セグメントの売上高は０百万円(前年同期比99.1％減)、セグメント利益は29百万円(前年同期比

36.8％減)となりました。

EDINET提出書類

オカモト株式会社(E01100)

訂正四半期報告書

 4/24



　
(2) 財政状態の分析

① 資産

当第1四半期連結会計期間末における総資産は678億15百万円で、前連結会計年度末と比べ11億56百万

円減少しております。

流動資産は414億18百万円で、前連結会計年度末と比べ11億５百万円の減少となりました。これは主

として、受取手形及び売掛金が22億10百万円減少し、たな卸資産全体で11億５百万円増加したことによ

るものです。

固定資産は263億97百万円で、前連結会計年度末と比べ51百万円の減少となりました。これは主とし

て、投資有価証券が５億13百万円減少し、有形固定資産２億69百万円、その他２億26百万円が増加した

ことによるものです。

　
② 負債

当第１四半期連結会計期間末における総負債は298億19百万円で、前連結会計年度末と比べ６億38百

万円減少しております。

流動負債は245億79百万円で、前連結会計年度末と比べ４億８百万円の減少となりました。これは主

として、支払手形及び買掛金２億51百万円、未払法人税等６億33百万円、賞与引当金３億８百万円が減

少し、その他が７億61百万円増加したことによるものです。

固定負債は52億39百万円で、前連結会計年度末と比べ2億29百万円減少しております。これは主とし

て、その他が３億８百万円減少したことによるものです。

　
③ 純資産

当第1四半期連結会計期間末における純資産は379億96百万円で、前連結会計年度末と比べ５億18百万

円減少しております。これは主として、自己株式２億６百万円、為替換算調整勘定１億88百万円が増加

し、その他有価証券評価差額金が４億84百万円減少したことによるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

当社は、平成22年５月13日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針」(以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。)を決定するととも

に、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって、当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」(以下「本プラ

ン」といいます。)として継続することを決議し、平成22年６月29日に開催の当社第114回定時株主総会

において承認を得ております。

　
Ⅰ. 会社の支配に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益の向上に資する者が望ましいと考えます。また当社は、当社の株主の在り方は、当社株式は

金融商品取引所に上場しておりますので、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えてい

ます。したがって当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様

全員の意思に基づき決定されるべきものと考えています。

しかしながら資本市場では、対象となる企業の経営陣の賛同も得ずに、一方的に大規模な買付提案

またはこれに類似する行為が顕在化する動きがあります。これら大規模な買付行為や買付提案の中に

は、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主の皆様が買付の条件等を検討

したり当社の取締役会が代替案を提案する為の充分な時間や情報を提供しないもの、明らかに濫用目

的であるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのあるものもありえます。

このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者として不適切と判断します。
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Ⅱ. 本プランの内容(会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止する取組み)

1. 本プランの目的

本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止するための仕組みとして導入したものです。

当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な

判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに

従って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模

買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール(以下「大規模買付ルール」と

いいます。)を設定し、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって大規模買付行

為がなされた場合の対応方針を含めた買収防衛策として本プランを継続することといたしました。

2. 本プランの対象となる当社株式の買付

本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ(注１)の議決権割合(注２)を20％

以上とすることを目的とする当社株券等(注３)の買付行為、又は結果として特定株主グループの議

決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為(いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同

意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、か

かる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいま

す。)とします。

注１：特定株主グループとは、

(ⅰ) 当社の株券等(金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。)の保有者

(同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。)及

びその共同保有者(同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づ

く共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。)又は、

(ⅱ) 当社の株券等(同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。)の買付け等(同法第

27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを

含みます。)を行う者及びその特別関係者(同法第27条の２第７項に規定する特別関係者を

いいます。)

を意味します。

注２：議決権割合とは、

(ⅰ) 特定株主グループが、注１の(ⅰ)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合(同法第27

条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の

共同保有者の保有株券等の数(同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとしま

す。)も加算するものとします。)又は、

(ⅱ) 特定株主グループが、注１の(ⅱ)記載の場合は、当該買付者及び当該特別関係者の株券等

保有割合(同法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいいます。)の合計をいいま

す。

各議決権割合の算出に当たっては、総議決権(同法第27条の２第８項に規定するものをいい

ます。)及び発行済株式の総数(同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。)は、有

価証券報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参

照することができるものとします。

注３：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等又は同法第27条の２第１項

に規定する株券等のいずれかに該当するものを意味します。
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3. 独立委員会の設置

本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その合理

性・公正性を担保するため、独立委員会規程に基づき、独立委員会を設置いたします。独立委員会

の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から

独立している社外監査役又は社外有識者(注)のいずれかに該当する者の中から選任します。現在の

独立委員会の委員である、社外監査役の小川明氏、社外有識者である深澤武久氏ならびに清水紀彦

氏が引き続き就任しております。

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮

問し、独立委員会は当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為につ

いて慎重に評価・検討の上で当社取締役会に対し対抗措置を発動することができる状態にあるか否

かについての勧告を行うものとします。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえ

で対抗措置の発動について決定することとします。独立委員会の勧告内容については、その概要を

適宜公表することといたします。

なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされるこ

とを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者である専門家(ファイナン

シャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家)等の助言を得るこ

とができるものとします。

注：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計

士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験者、又はこれらに準ずる者をいいます。

4. 大規模買付ルールの概要

(1) 大規模買付者による当社に対する意向表明書の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為又は大規模買付行為

の提案に先立ち、まず、大規模買付ルールに従う旨の誓約及び意向表明書を、当社の定める書式

により当社取締役会に提出していただきます。

当社取締役会が、大規模買付者から意向表明書を受領した場合は、速やかにその旨及び必要に

応じ、その内容について公表します。

(2) 大規模買付者による当社に対する評価必要情報の提供

当社取締役会は、上記(1)の意向表明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者に対

して、大規模買付行為に関する情報として当社取締役会への提出を求める事項について記載した

書面を交付し、大規模買付者には、当該書面に従い、大規模買付行為に関する情報(以下「評価

必要情報」といいます。)を、当社取締役会に書面にて提出していただきます。

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応じて、大規模買付

者に対し情報提供の期限を設定することがあります。ただし、大規模買付者から合理的な理由に

基づく延長要請があった場合は、その期限を延長することができるものとします。

上記に基づき提出された評価必要情報について当社取締役会が精査した結果、当該評価必要情

報が大規模買付行為を評価・検討するための情報として必要十分でないと考えられる場合には、

当社取締役会は、大規模買付者に対して、適宜合理的な期限を定めた上で、評価必要情報が揃う

まで追加的に情報提供を求めることがあります。

当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な評価必要情報が大規模買

付者から提出されたと判断した場合には、その旨の通知を大規模買付者に発送するとともに、そ

の旨を開示いたします。

また、当社取締役会が評価必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわらず、大規模買付者

から当該情報の一部について提供が難しい旨の合理的な説明がある場合には、取締役会が求める

評価必要情報が全て揃わなくても、大規模買付者との情報提供に係る交渉等を打ち切り、その旨

を公表するとともに、後記(3)の取締役会による評価・検討を開始する場合があります。

当社取締役会に提供された評価必要情報は、独立委員会に提出するとともに、株主の皆様のご

判断のために必要であると認められる場合は、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部

または一部を公表します。
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(3) 当社取締役会による評価必要情報の評価・検討等

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対

し評価必要情報の提供を完了した後、対価を現金(円価)のみとする公開買付による当社全株式の

買付の場合は最長60日間又はその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会による

評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間(以下「取締役会評価期間」といいま

す。)として設定します。

取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて独立した第三者である専門家(ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家)等の助言を受

けながら、提供された評価必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重

したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表いたします。また、必要に応

じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会とし

て株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

5. 大規模買付行為が為された場合の対応方針

(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかか

わらず、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新

株予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置を取ることにより大

規模買付行為に対抗する場合があります。

なお、大規模買付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者側の事情を

も合理的な範囲で十分勘案し、少なくとも本必要情報の一部が提出されないことのみをもって大

規模買付ルールを遵守しないと認定することはしないものとします。

(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付

行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示す

ることにより、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置

はとりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案

及び当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことに

なります。

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、結果とし

て会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

うと当社取締役会が判断する場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲で、上記(1)で述べた対抗措置の発動を

決定することができるものとします。

(3) 対抗措置発動の停止等について

上記(1)又は(2)において、当社取締役会又は株主総会において具体的対抗措置を講ずることを

決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行った場合など対抗措置の発

動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会の助言、意見又は勧告を十分に

尊重した上で、対抗措置の発動の停止等を行うことがあります。

このような対抗措置発動の停止等を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とともに速や

かな情報開示を行います。
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6. 本プランによる株主の皆様に与える影響等

(1) 大規模買付ルールが株主の皆様に与える影響等

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要

な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提

示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のも

とで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが

当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模

買付ルールの設定は、株主の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、株主

の皆様の利益に資するものであると考えております。

(2) 対抗措置発動時に株主の皆様に与える影響

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合又は、大規模買付ルールが遵守されて

いる場合であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法

律及び当社定款により認められている対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組

上、当社株主の皆様(大規模買付ルールを遵守しない大規模買付者及び会社に回復し難い損害を

もたらすなど当社株主全体の利益を損なうと認められるような大規模買付行為を行う大規模買付

者は除きます。)が法的権利又は経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じること

は想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及

び金融商品取引所規則等に従って適時・適切な開示を行います。

対抗措置の一つとして、例えば新株予約権の無償割当てを実施する場合には、当社株主の皆様

は引受けの申込みを要することなく新株予約権の割当てを受け、又当社が新株予約権の取得の手

続をとることにより、新株予約権の行使価額相当の金銭を払込むことなく当社による新株予約権

の取得の対価として当社株式を受領することになるため、申込みや払込み等の手続は必要となり

ません。但し、この場合当社は、新株予約権の割当てを受ける株主の皆様に対し、別途ご自身が

大規模買付者等でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求めることがあり

ます。

なお、当社は、新株予約権の割当期日や新株予約権の効力発生後においても、例えば、大規模

買付者が大規模買付行為を撤回した等の事情により、新株予約権の行使期間開始日の前日まで

に、新株予約権の割当てを中止し、又は当社が新株予約権に当社株式を交付することなく無償に

て新株予約権を取得することがあります。これらの場合には、１株あたりの株式の価値の希薄化

が生じることを前提にして売付等を行った株主又は投資家の皆様は、株価の変動により相応の損

害を被る可能性があります。

7. 本プランの適用開始、有効期限、継続及び廃止

本プランは、当社第114回定時株主総会の開催日の平成22年６月29日より発効することとし、有

効期限は平成25年６月30日までに開催される当社第117回定時株主総会の終結の時までとします。

但し、当社第114回定時株主総会の開催日以降発効した後であっても、①当社株主総会において

本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議

が行われた場合には、その時点で本プランは廃止されるものとします。

又、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益の向

上の観点から随時見直しを行い、当社株主総会の承認を得て本プランの変更を行うことがありま

す。このように、当社取締役会において本プランについて継続、変更、廃止等の決定を行った場合

には、その変更内容を速やかに開示します。

なお、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金融商品取

引所規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字

脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切な場合等、株主の皆様に不利益を与えない場合に

は、必要に応じて独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合がありま

す。
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Ⅲ. 本プランの合理性について(本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて)

1. 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、上記Ⅱ.1.「本プランの目的」にて記載したとおり、当社株式に対する大規模買付

行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当

社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者

等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

2. 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランにおける対抗措置の発動は、上記Ⅱ.5.「大規模買付行為が為された場合の対応方針」

にて記載したとおり、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会

へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に適うように本プランの透明な運用を担保するための手続も確保されております。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は246百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

(5) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

　

(6)生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末に

おける計画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 108,996,839 108,996,839
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 108,996,839 108,996,839 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成24年６月30日 ― 108,996,839 ― 13,047 ― 448
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,017,000

 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 104,369,000
 

104,369 同上

単元未満株式 普通株式 610,839
 

― 同上

発行済株式総数 108,996,839 ― ―

総株主の議決権 ― 104,369 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ8,000

株(議決権８個)及び50株含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

   自己保有株式          457株

３ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
オカモト株式会社

東京都文京区
本郷３－27－12

4,017,000 ― 4,017,000 3.69

計 ― 4,017,000 ― 4,017,000 3.69
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してお

りますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

　　　　 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 9,632 9,690

　 　 受取手形及び売掛金 ※3 21,682 ※3 19,472

　 　 商品及び製品 6,515 7,467
　 　 仕掛品 1,317 1,353
　 　 原材料及び貯蔵品 1,549 1,666
　 　 その他 1,848 1,789
　 　 貸倒引当金 △22 △21

　 　 流動資産合計 42,523 41,418

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 14,877 15,146
　 　 無形固定資産 273 238
　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 投資有価証券 10,649 10,135
　 　 　 その他 867 1,094
　 　 　 貸倒引当金 △23 △22
　 　 　 投資損失引当金 △195 △195

　 　 　 投資その他の資産合計 11,298 11,011

　 　 固定資産合計 26,448 26,397

　 資産合計 68,972 67,815
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(単位：百万円)

　　　 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　

　 　 支払手形及び買掛金 ※3 16,723 ※3 16,472

　 　 1年内償還予定の社債 1,500 1,500
　 　 短期借入金 1,027 1,050
　 　 1年内返済予定の長期借入金 1,000 1,000
　 　 未払法人税等 756 123
　 　 賞与引当金 753 444
　 　 その他 3,227 3,989

　 　 流動負債合計 24,988 24,579

　 固定負債 　 　
　 　 退職給付引当金 3,593 3,671
　 　 その他 1,876 1,567

　 　 固定負債合計 5,469 5,239

　 負債合計 30,457 29,819

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 13,047 13,047
　 　 資本剰余金 359 359
　 　 利益剰余金 23,690 23,686
　 　 自己株式 △1,436 △1,643

　 　 株主資本合計 35,661 35,450

　 その他の包括利益累計額 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 3,589 3,105
　 　 繰延ヘッジ損益 10 △1
　 　 為替換算調整勘定 △746 △558

　 　 その他の包括利益累計額合計 2,853 2,545

　 純資産合計 38,514 37,996

負債純資産合計 68,972 67,815
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

　　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 15,585 16,093

売上原価 12,039 12,552

売上総利益 3,545 3,540

販売費及び一般管理費 　 　
　 運賃及び荷造費 699 723
　 その他の販売費 622 512
　 給料及び賞与 720 721
　 賞与引当金繰入額 158 133
　 退職給付引当金繰入額 39 36
　 貸倒引当金繰入額 － 0
　 その他の一般管理費 801 796

　 販売費及び一般管理費合計 3,041 2,923

営業利益 503 617

営業外収益 　 　
　 受取利息 1 3
　 受取配当金 183 161
　 不動産賃貸料 118 101
　 その他 66 38

　 営業外収益合計 370 305

営業外費用 　 　
　 支払利息 15 15
　 不動産賃貸費用 45 40
　 為替差損 71 43
　 その他 39 15

　 営業外費用合計 172 114

経常利益 701 807

特別利益 　 　
　 固定資産売却益 － 6

　 特別利益合計 － 6

特別損失 　 　
　 固定資産除却損 － 1
　 災害による損失 － 12

　 特別損失合計 － 13

税金等調整前四半期純利益 701 801

法人税、住民税及び事業税 △4 206

過年度法人税等 － 71

法人税等調整額 206 133

法人税等合計 201 412

少数株主損益調整前四半期純利益 499 389

四半期純利益 499 389
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

　　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 499 389

その他の包括利益 　 　
　 その他有価証券評価差額金 △174 △482
　 繰延ヘッジ損益 △11 △11
　 為替換算調整勘定 52 188
　 持分法適用会社に対する持分相当額 1 △1

　 その他の包括利益合計 △132 △307

四半期包括利益 367 81

（内訳） 　 　
　 親会社株主に係る四半期包括利益 367 81
　 少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

この減価償却方法の変更による影響額は軽微であります。
 

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

(不適切な会計処理について)

　当社静岡工場において、不適切な会計処理が判明したことから、外部の専門家で構成される第三者委員会を設

置し調査を進めてまいりました。

　その結果、過去に行われた取引の一部に関して不適切な会計処理が確認されました。

(訂正報告書の提出について)

　当社の不適切な会計処理について、当社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出い

たしました四半期報告書に記載されている四半期連結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半期報

告書の訂正報告書を提出することを決定しました。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

１ 偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入金に対して、債務保証を行っております。

　

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

Vina Okamoto Co.,Ltd. 104百万円 101百万円

　 (1,275千米ドル) (1,275千米ドル)
 

　
２ 受取手形割引高

　

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

　 211百万円 169百万円
 

　

※３ 四半期連結会計期間期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

受取手形 906百万円 772百万円

支払手形 331百万円 315百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)及び当第１四半期連結累

計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

オカモト株式会社(E01100)

訂正四半期報告書

19/24



　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

減価償却費 584百万円 538百万円

のれんの償却額 9百万円 2百万円
 

　

(株主資本等関係)

　

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 405 3.75 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 393 3.75 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント その他
 

(注)１
合計

調整額
 

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３産業用製品 生活用品 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,090 6,493 15,584 0 15,585 ― 15,585

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

5 72 77 738 816 △816 ―

計 9,096 6,566 15,662 739 16,401 △816 15,585

セグメント利益 349 475 825 47 872 △368 503
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の物流事業等を含んで

おります。

２ セグメント利益の調整額△368百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△372百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費等であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント その他
 

(注)１
合計

調整額
 

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３産業用製品 生活用品 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,479 6,614 16,093 0 16,093 ― 16,093

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

5 65 71 760 831 △831 ―

計 9,484 6,679 16,164 760 16,924 △831 16,093

セグメント利益 372 585 958 29 988 △370 617
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の物流事業等を含んで

おります。

２ セグメント利益の調整額△370百万円には、セグメント間取引消去２百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△373百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費等であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ４円65銭 ３円72銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 499 389

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 499 389

普通株式の期中平均株式数(千株) 107,611 104,508
 

(注) １ 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２ 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   栗   原   学         印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   北   澄   和   也   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   今   西   恭   子   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年12月12日

オカモト株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオ

カモト株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オカモト株式会社及び連結子会社の平成24
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
追加情報に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、当監査法人は、

訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成24年８月７日に四半期レビュー報告書を提出した。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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